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経済学研究 37-2
北海道大学 1987.9 

目的税について

今泉佳久

Iはじめに

目的税とは，その税収の使途を特定されてい

る租税をいう。伝統的な財政学では，予算原則

のうちアフェクタシオンすなわち特定収入を特

定支出に充当する入質関係を禁ずるノン・アフ

ェクタシオンの原則によって， 目的税は否定さ

れるというのが通例の見方であろう。しかし，

予算原則を固定的に考えるのではなく，予算原

則成立の背景に注目し，租税国家の変質と共

に，予算原則も変化せざるを得ないとする論者

(文献口]， p. 113)もある。その場合， 目的税

はノン・アフェクタシオン原則の例外の一つ

で，ある経費の金額を制限するために特定財源

の収入を指定する，あるいは逆に，収入額を特

定の経費の高さに制限するため(文献[1]，

p. 111)， のものであると見なされる。租税国

家がはたして変質したか否かの論議はともか

く，ノン・アフェクタシオン原則の契機が個別

財源を個別経費に結びつける基金経済もしくは

独立金庫にあることを考えると，事実上その危

険が無ければ， 目的税を禁止する必要性は無く

なる。現在，わが国の税制において，国税の揮

発油税，地方道路税，石油ガス税および自動車

重量税のそれぞれ全部もしくは一部が道路整備

財源にあてられるのを始めとして，地方税にお

いても，多くの目的税を例示することができ

る。自動車取得税，入猟税，水利地益税，入湯

税，等々である。本稿は，ブキャナン(James

M. Buchanan) の目的税擁護論にはじまるい

くつかの目的税に関する議論を紹介しながら，

目的税の経済分析を概観しようとするものであ

る。

II 目的税の批判と擁護

デイラン (ElizabethDeran， 文献 [3]， 

p. 357) によれば， 目的税に対する批判論と擁

護論をほぼ次の諸点に集約できる。初めに，批

判の論点は，

1. 自的税は予算統制の有効性を阻害する。そ

の程度は， 目的税制度の範囲と性質に依存す

る。

2. 目的税は誤まった資金配分をもたらし，財

源が過剰な政府機能もあれば，不足してしま

う機能もある。

3. 目的税は歳入構造を硬直化させる。それは，

条件が変化したときに，議会が適切な修正を

するようにはなかなかならないからである。

4. 目的税に関する法令は，それが制定される

きっかけとなった事情が無くなってしまって

も，ずっと後まで廃止されずに残ることがあ

る。

5.財政活動の中に定期的な見直し，統制が行

きわたらなくなる部分ができてしまうので，

目的税は行政府や議会の政策決定権限を侵害

する。

である。これに対し，擁護論は，

1. 目的税は課税の利益説を応用するものであ

る。

2. 目的税は，望ましい政府機能への支出につ
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いて，その最低水準を保証する。議会に対し

て繰り返し圧力をかける必要が無くなり，無

駄を省ける。

3. 目的税は，特定プロジェグトの継続を保証

するので，公債利率の低減，長期計画の利点

を通じて，それらのプロジェクトの費用を減

らすことができる。

4. 目的税は，新税導入や税率引上げへの抵抗

を克服しやすし、。

の諸点である。

批判論のうち 1は議会による行政府の統御

を問題にするもので，前述の古典的予算原則論

に合致する。 5は制度改正の困難さが議会及び

行政府に対して持つ意味である。これら1， 5 

の2点は，行政ないし政、冶の視点からするもの

と言えよう。 2，3， 4の3点は経済の視点か

らのものであり， とりわけ，財政収支が市民の

選好に一致するか否かとL、う資源配分の効率性

の観点からする批判であると理解できょう。

擁護論においては 4は行政ないし政治の視

点に 1，3は経済の視点に立ち 2は政治と

経済の両者に関連する。擁護論における経済的

視点も，実は，効率性に他ならない。したがっ

て，デイランが以上のように整理した当時は，

目的税に対する批判と擁護の両論が，共に資源

配分の効率性の観点から提起されていたことに

なろう。

目的税が効率的であるというのは，公共財に

対する市民の需要に応じて供給を行なうように

する装置として， 目的税が有効で、あると考えら

れるからである。したがって，市民の公共財需

要が変化すると，それに応じて必要な税収額が

変化するので，個々の目的税の態様も変化しな

ければならないことになろう。言い換えると，

短期的にはともかく，中期的に，あるいは時間

の経過と共に， 目的税を見直すことが必要にな

る。つまり，収支構造を固定化させないことが

必要なのである。経済の視点からする批判は，

見直しがなかなか行なわれず，固定化してしま

うところに目的税の欠点を見出すのである。こ

れに対し，擁護論3では， 目的税によって収支

構造が固定化することを逆に評価している。そ

れは，この場合には，市民の選好が変化しない

ことが仮定されているからである。擁護論2で

は，市民の選好と市民の代表あるいは代理たる

議会の選好が一致しない状況における目的税の

有効性を説く。擁護論4は，市民の選好に反し

た意志決定を行ないうることが目的税擁護の理

由になっており，市民の選好が財政収支に反映

されることが効率的な資源配分を意味し望まし

いのだ， という他の擁護論の主張とは，全く対

立するものである。それは，前述のように，そ

の視点が経済というよりは行政ないし政治にあ

るからである。このように，一口に目的税擁護

論といっても，その視点は様々であり，その中

には互いに矛盾する場合もあると言える。

III ブキャナン

効率的資源配分の観点から目的税を擁護する

客観的議論を展開したのはブキャナン(文献

[2 J)が最初である。そこで，はじめに目的税

の効率性に関する彼の主張を概観しよう。

ブキャナンは， 目的税が予算決定を各小区画

に細分化するものであるから，それによって，

特定の収入源(費用)と特定の支出目的(便益)

とを正確に比較できると考える。また， 目的税

の下では，それによって調達される公共財の量

を個々に決定することになるので，結果として，

総予算額，各財への予算の配分比率の両者が選

択されることになる。これに対し，使途を特定

されない一般財源による予算においては，総予

算額だけが個人の選択対象で，各公共財への配

分比率は予算当局が予め決めるものとされる。

モデノレの構築に際しブキャナンは，中位の選

好を持つ個人(以下，中位の個人と略述)が存

在することを仮定する。「中位の選好」とは，あ

る集団内の人々の選好を典型的に示す選好を意

味する。単純多数決の下では，選好が単峰型で

あれば，中{立の選好によって集団の選択が決定
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される。したがって，集団の選択の代りに，中

位の個人の選択に注目すればよいことになる。

公共財の生産は社会的に見て少量なので，個

人の行動においては，所得効果を無視できると

仮定する。公共財生産の限界費用は一定で，単

位当りの租税価格も一定とする。かくして，個

人にとって，公共財の供給曲線はある予め決め

られた租税価格の水準で水平である。ただし

個人に対する租税価格は社会全体に対する供給

価格の一部で，個人間の税負担配分は外生的に

決まる。公共財は，集団内のだれもが，等量を

消費できるものとする。

公共財に対する個人の限界評価曲線を，私的

財についてと同様に考えることができ， これが

需要曲線となる。したがって，需要価格と供給

価格とが等しくなるところで均衡が生じるが，

財の特性から，均衡数量は個人間で等じくなけ

ればならない。

100 

60 

40 
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、
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、
、
、
、
、
、
、
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いま，上述のような性質を持つ2種類の公共

財を供給する社会を考える。財源調達法としで

は， (1)別個の目的税によって，それぞれ調達す

る， (2)単一の税による一般財源をもってする，

の二つがある。一般財源の場合 2財への総予

算の配分方法は，それぞれの財に総予算のそれ

ぞれ一定の比率を配分するものである。予算の

選択において，どちらの財源調達法であって

も，中位の個人が総予算額と配分比率の両者に

ついて，同ーの解に到達する予算の配分比率が

一つ常に存在する。この均衡を完全均衡と呼

ぶ。完全均衡では， 目的税の下で中位の個人が

選択した予算の総額，配分比率と，一般財源の

下で当局から提示された配分比率およびそれを

条件に中位の個人が選択した予算総額とが同ー

になるわけで、ある。図-1はこれを図示するも

のである。横軸に公共財の数量を測る。 1単位

の数量とは 1ドソレと交換に利用しうる 2財の

¥Dj+D'p 

図 1
(出所:文献 C2)， p. 462， FIG. 1.) 
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物的組合せである。 2財を消防サーピスと警察

サーピスと仮定する。いま，完全均衡予算比率

が40(消防)対60(警察)であるとする。 1単

位の消防活動は40セントの支出とひきかえに個

人が利用しうる数量であり 1単位の警察活動

は60セントの支出とひきかえに利用できる数量

と定義される。簡単化のため，消防需要曲線

Dtと警察需要曲線 Dpを線型とする。両者を

垂直に合計した Dt+Dpは， 40対60の比率が

成立しているとき 1単位当り 1ド、ルで

うるサ一ピスの組合せに対する需要を万示ミす。完

全均衡の定義から， この複合需要曲線は1ドル

の水準で水平にひかれた租税価格線と交わる

が，その交点が示す数量 oxは，消防と警察
の両者について，それぞれ独立に選択された均

衡量と等しくなっている。

ところで，公共財に対する需要曲線は，与え

られた予算比率の下で定義される。したがって，

完全均衡をもたらす予算比率とは異なる比率

(50対50)が提示されると，それに応じて需要

曲線も D/，D/へとシフトする。予算比率の

変更は，租税価格の変更をも意味する。その結

果，目的税の下での 2財のそれぞれの均衡量

と，与えられた配分比率の下で一般財源による

予算決定で選択される 2財の均衡量とは異なる

ことになる。これは，予算配分比率が完全均衡

のそれから手離することによって，一般財源に

よる調達が個人の選択パターンに歪みをもたら

すことを意味し，その結果，個人の効用水準は

低下してしまうのである。

ブキャナンは目的税と一般財源とを効率性の

視点から以上のように比較し，完全均衡にない

ときには目的税が効率的であることを結論づけ

る。しかし肝心な需要曲線に関して，その数

量の測り方を初めとして，彼の説明では理解が

十分にはできない点がある。そこで，以下にお

いて， ブキャナンの枠組みの中で，私見を述べ

ることにする。

ブキャナンは，公共財に対する需要曲線をグ

ラフに書くとき，縦軸が何を測るかを明示して

いない。図-1から推察すれば，縦軸は予算の

配分比率 (100セントのうち，その財に向けられ

る大きさ)あるいは租税価格を測っている。横

軸は数量を測るが，単位の定義は特殊なもので

ある。前述のように一般財源の下では 1単位

の数量は 1ド、ルとひきかえに利用できる消防

と警察の2財の物的組合せである。いま，予算

配分比率が消防40対警察60であれば，予算1ド

ルのうち40セントが消防， 60セントが警察に向

けられ， 1単位の消防，警察活動は，それぞれ

40セント， 60セントの支出とひきかえに利用で

きる数量と定義される。この配分比率は，同時

に租税価格あるいは限界費用とも一致してい

る。さて，配分比率が，例えば50対50へと変化

すると 1単位の消防，警察活動はそれぞれ50

セントの支出とひきかえに利用できる数量にな

る。では，従前の 1単位と現在の 1単位とは，

横軸上でいかなる関係にあるのか，需要曲線は，

なぜ， どのようなシフトをするのか，などの疑

問が生じるが，ブキャナンの論文からは明らか

とはならなL、。

目的税の場合 2財の需要と供給は，通常の

私的財の場合と同様に考えることができ，何か

特別の関係が存在するわけで、はなし、。それに対

し，一般財源の場合には，配分比率を予算当局

が決めるのだから 2財の供給は結合的に行な

われると考えねばならない。この時も需要は2

財について互いに特別な関係があるわけではな

い。したがって 2財の需要曲線は，財源調達

法が異なるにもかかわらず，同一でよい。問題

は，供給が結合的に行なわれることがあるの

で 2財の単位を何らかの意味で連結された形

で定義しなければならないということである O

直ちに， 1"羊一頭から一定の羊毛と羊肉がとれ

る」とし、う周知の結合生産の理論を応用するこ

とが考えられる。結合生産の場合には，毛と肉

について，羊一頭からとれる分量をそれぞれの

一単位として定義する。それにならって，予算

1ドルから得られる量を，消防，警察活動のそ

れぞれ1単位と定義すればよいであろう。した
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がって，その 1単位は与えられた配分比率に固

有の量である。結合生産においては，羊一頭か

らとれる毛と肉の割合は技術的に一定である。

予算の配分比率の変化はどう考えたらよいであ

ろうか。いま，品種改良によって多毛の羊が生

まれたとすると，毛と肉の割合は毛に有利な方

向へ変化することになる。そこで，毛が相対的

に豊富になったために，実質所得が増加しそ

の結果，羊毛需要が増加するであろう。しかし

これは所得効果が生じていることになり，仮定

に反する。そこで，多毛少肉の羊が生まれたと

しよう。このときは，毛と肉の変化を総合すれ

ば実質所得が不変，つまり所得効果がゼロであ

ると言えよう。いま，羊毛市場に注目する。羊

毛需要量は，所得と他の財の価格を所与とし

て，羊毛価格によって決まる。ところが，品種

改良のために少肉となったのであるから，実質

所得は減少してしまった。そこで，同一価格の

100 

60 

40 

U 

Dρ 

、Dρ

自主てーー

、
、
、、
、、、、
、、

、、
、

X 

図 ~2

下では，羊毛需要量は減少せざるをえなし、。つ

まり，品種改良の結果，羊毛需要曲線は左へシ

フトすることになる。他方，羊肉市場では，逆

に，多毛のために実質所得が増大し羊肉需要曲

線は右ヘシフトする。この考え方を公共財に適

用すれば，予算配分比率の変更は各公共財への

需要曲線をシフトさせる。例えば，消防活動へ

の配分比率が上昇すれば，消防需要曲線 Dfは

D/へと左ヘシフトずることになる。これは図
-2に示される。縦軸は租税価格もしくは配分

比率，横軸は予算総額である。警察活動につい

ては Dp，D/がそれぞれ配分比率変更前後の
需要曲線である。これらの需要曲線は，配分比

率が与えられたとき，各予算総額に対して，そ

の公共財1単位に対して支払ってもよい価格を

示すと解釈できる。したがって，DfとDp を

垂直に加えると，各予算総額について予算1ド

ルに対し支払ってもよい価格を示すことにな

、、、、
、
、、、、、
、、

予算総額
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る。これを複合需要曲線 Dt吋として示す。予

算配分比率の変更によって各需要曲線がシフト

し，その結果として Dt+p も影響を受ける。そ
れはDt，Dpの変化の大きさ，すなわち，それ

らを導く効用関数の型による。仮に Dt吋はシ

フトしないとしよう。その場合，租税価格=100

によって決まる予算総額 oxは不変である。
これは一般財源による予算規模が不変というこ

とである。一般財源の下では，消防，警察に，

それぞれ予算 oxに配分比率を乗じた額が配
分される。これに対し， 目的税の下では，租税

価格と需要曲線によって予算額が決まる。した

がって比率変更後の租税価格50と D/，Dp'の

交点によって，それぞれの予算額が決まる。明

らかに一般財源の下では， 目的税に比較し

て，消防により多い予算額が，警察により少い

予算額が配分される。

これら予算配分の相対関係は，Dt+ρ が配分

比率の変更によってどちらかにシフトしでも変

わらなし、。したがって，完全均衡が存在するな

らば，その比率からの逸脱は，各公共財の予算

額が財源調達法によって異なるとし、う結果を生

む。目的税の下での予算総額，配分比率は真の

選好に一致しているので，それと異なる一般財

源予算は最適でないことになり，ブキャナンと

同じ結論が得られたことになる。

ブキャナンがそのような結論に至るのは次の

ような事情による。すなわち，提示された予算

案に対して，一般財・源の下ではそれを修正でき

ないのであるが， 目的税の下では修正できるの

で，一般財源では歪曲された結果が， 白的税の

下では最適な結果が生まれるのである。したが

って，ブキャナンは目的税の是非を論じている

のではなく，背後に想定される政治的意志決定

プロセスを5命じていることになる。モデルにTiP

して言えば，完全均衡予算比率からのゴlG離がな

ぜ、生じるのか，また，均衡比率へなぜ、回帰しな

いのか，が説明されねばならないであろう。

IV ゲ ツ

予算配分比率の決定に関するブキャナンの非

対称な仮定については， ゲーツ (CharlesJ. 
Goetz，文献 [4J，p. 130) も疑問を呈してい

る。すなわち， I中位の個人の選好が議会で支

配的であるのに，官僚が作る不適切な予算規準

を議会が修正できないのはどんな事情なのだろ

うか?Jと。そこで，以下，彼の所説を概観す

る。

ゲーツによれば， ブキャナンの主張は， 目的

税が個々の公共財ごとの費用一便益計算を通じ

て公共支出の規模と構成の両者を調整する手段

を提供するのに対し，一般財源による場合は，

当局が予め決定した配分比率の下で総支出の大

きさについてだけ投票が行なわれるので， この

ような「全てか無か」といった選択の強制によ

って個人の消費者余剰が減少してしまう， とい

うことである。つまり， 目的税の下では個人の

r選択に対し何らの制約も加えられないのだが，

一般財源の下での固定された支出比率は個人の

選択に対して制約が追加されたと見なされ，そ

の制約が個人に厚生上劣った予算決定を強制す

るのである。

このような結論を生み出すについては1.

一般財源予算の配分比率の事前決定 2.租税

負担の分配の外生的決定 3. 中位の選好集合

を持つ一人の個人が存在すること，が仮定され

るのであるが， これらに対しゲーツは次のよう

に考える。仮定1については，前述のように，

政府当局が個人の選好に反応しないことについ

て疑問がある。仮定3について，予算調整にお

いて生じるさまざまな選択に関して一人の個人

が全て中位の選好を持つためには，集団内の各

個人の選好関数にきわめて強い制約を課さねば

ならなし、。仮定2は本来簡単化のための仮定で、

あるが，仮定1，3が緩められると，税制選択

は重要な問題となる。そこでゲーツは，政府支

出の構成と規模の両者を同ーの意志決定者が決
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めること，税制を選択の対象にすること，中位の

選好を持つ個人は存在しないこと，を仮定する。

ところで，仮定3の修正はどのような意味を

持つであろうか。制約の無い予算決定プョロセス

の下で中位の個人は全ての事柄が自分の選好に

よって決まっているので，彼は最適解にある。

そこで制約が加えられると，最適からゴjE離する

歪みが生じる。中位の個人が存在しない場合，

制約の無い意志決定ヅロセスの解で最適状態に

ある個人はいなL、。この解からの手離によっ

て，誰で、あれ特定の個人について，はたして最

適から遠ざかることになるのか，それとも近づ

くことになるのか，は不明である。つまり，中位

の個入が存在しないとき，制約を追加しでも必

ずしも最適からの示離を意味しないのである。

さて，上述のように仮定を修正し，全く新し

いモデルを構築する。それは 2種の公共財

Xh X2 と2種の税制 Th T2 および支出と税

についての現状維持 Xo，T。の計9組の支出と

税の組合せの中から，人々がそれぞれの評価に

応じて選択を行なうというものである。 Xh X2 

は支出の増加，Th T2 は増税を意味する。

XoTJ， XOT2 は税負担だけが追加されるので選

好順位は低く ，X1To， X2T。は財源無しで支出

を行なうことになるので現実性に乏しく，それ

ぞれ選好の対象から除かれる。残りの5組の組

合せについて表ー 1のように3種類の仮説的な

選好関係が想定され，それに基いて財源調達法

と選好結果との関係が論じられる。 3種類の選

好は 3人の個人もしくは3つのグループに対

選好 I 選好 E

略する。

一般財源による予算決定が支出配分と税負担

分配とを別個に決定することを意味するという

のは重要な点である。そこで，逆でもよいのだ

が，税の決定が時間的に先行するものとする。

支出とは独立に税の選択を行なうとすれば，選

択主体は，それぞれ， より評価が高い(絶対値

が小さL、)税を選ぶで、あろう凸ところが，期待

される支出の評価よりも租税の費用が大で、ある

ならば，新しく課税と支出を行なうよりも，現

状維持が選択される。つまり，税の選択は支出

決定と独立ではないのである。表-1で想定さ

れた選好の下で、は，租税に関して多数派(1 ， 

n)は T1を選択する。ところが，T1 と支出
XJ， X2 との組合せについては負の評価が多数

(n， 皿)であるので， 結局，現状維持 XoT。

が選択される。他方，公共財に関する評価を比

較すれば，X2を選択するのが多数 (n， Ill)で、
あることがわかる。ところが，どちらの税制と

組み合わせても多数派の評価は負となるので，

X1 の選択が予想されるかぎり現状維持 XoT，。

が選択される。一

選好関係を検討すればと Eが X2T2 の

組合せに正の評価を与えていることがわかる。

支出と税を独立に決める一般財源の下で X2T2

は選択されるであろうか。税制が T2 に固定さ
れると，支出に関して n，IIIはX1を選好す
るであろう。 したがって IIIは X2T2 を選択

しようとする Iには協力しなL、かもしれない。

逆に， 支出が X2 に固定されると 1， nは

選好 E

To ! T1 I T2 

~~I 0 i冠王E
Xl日叫 -2I +10 
X2 j[ +民 -4 +8 
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T1 を選択することによって効用を最大化でき

る。したがって はEに協力しなL、かもしれ

ない。かくして，XzTzが選択されるためには

支出の選択と税制の選択とを結合させ，同時に

決定することが必要となる。これは，税制 Tz

を公共財 Xzの目的税とすることによって解決

できる。目的税を，多数派連合のための合理的

な戦略的手段と考えることができるのである。

以上のようなゲーツの分析については，以下

の点を明らかにしておく必要がある。まず，彼

の分析が例示された選好関係に依存する点であ

る。彼は，一般財源による予算決定が現状維持

におちいり，XzTzの選択に到達できないこと

を説明する。表-1の各組合せの評価を検討す

れば，負の値をとるものが7組，正の値をとる

ものが5組で負の値の方が多数である。これは

租税の費用が公共財の支出便益よりも大きいと

する評価が優勢であることを意味するから，現

状維持が選択されることは，むしろ， 自然な結

果であると言えよう。もし公共財の使益を租税

の費用よりも大きく評価する組合せが優勢にな

れば，一般財源の下においても現状維持は選択

されないで、あろう。

第2点は各主体の行動規準に関連する。ゲー

ツのモデルで、は，税制，公共財，協力行動，そ

の裏切りなどの選択に当って，各主体が全て自

己の効用水準の変化だけに注目して意志決定を

している。つまり，効率性だけで各主体の全て

の行動，選択が決まるのである。ところが，ゲー

ツも認めるように(文献 [4J，p. 134)， との

例ではEが損失を受けるので， 目的税はパレー

トの意味で効率的ではない。そのような変化が

推賞されるのは，単純多数決という分配上の判

断を導入しているからである。したがって彼の

分析は効率性規準にのみ基いているわけではな

く，公正規準をも含んで、分析が進められている

のである。

V マクマホンとスプレンクノレ

租税一般にあてはまることだが，時間の経過

を考慮するとき， 目的税の特徴は税率等の要目

が容易には変わらないことにある。これに対し，

前2者の分析では時聞を考慮しないので，その

結果として，人々が目的税の内容を絶えず再検

討しているという仮定をおいていることになっ

てしまう。時間の経過と共に目的税の税収額が

変化するであろうが，その最大の要因は所得の

変化であろう。したがって，所得弾力性を分析

の中に取り入れるべきである。また， ブキャナ

ンやゲーツの分析のように，有権者が予算案に

直接投票するがごとき仮定は抽象的にすぎる。

以上のような認識の下に，マクマホンとスプレ

ンクル (Wa1terW. McMahon and Case M. 

Sprenkle，文献[5J)は以下のようなモデル

を作る。

静学モデルにおいては，所得の変動を考慮す

ることによって，時間の経過を間接的に示すこ

とができる。所得が変動すれば人々の公共財に

対する需要曲線がシフトする。供給曲線もシフ

トするであろうから，需給均衡点は両者の変化

が総合されて新しく決まる。所得変動前の望ま

しい均衡支出をまかなうように制定されている

目的税は，変動後の新しい均衡支出をちょうど

まかなうだけの税収を挙げられるであろうか。

この点にマクマホンとスプレンクルは注目する

のである。

説明のための具体例として高速道路建設費

ρHGHをとりあげる。政府にとって事前の計画
値である望ましい高速道路建設費 ρHGH*は，
高速道路に対する集計需要GHを示す需要曲線
と道路の単位当り供給価格 ρHを示す供給曲線

との交点で決まる。高速道路需要 GHは，個人
所得ρy， 自動車所有者数A，道路の利用率 K
などをパラメターとして，価格 ρHの関数であ

る。 A，K はどちらも ρYと完全に独立で、は

ないから，道路需要シフトの要因は個人所得
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ρYの変動であると仮定できる。他方，高速道

路の供給曲線は，賃金率 ω/ρ，利子率 r，人口
密度以規模の経済を示すパラメタ-G;，など

を与件として，道路の供給量 GHと価格 ρEと

の関係を示す。事前の計画支出額ρHG'Hは，道

路の需給を均衡させることにより，

(1)ρHG'H=fゆY，A，K，w/ρ， r，D， G'H) 

と示される。

高速道路建設費をまかなう財源として，ガソ

リン消費税 t1C， 自動車登録手数料んA など

を目的税とすることがよく行なわれる。さらに

一般財源から補足支出として充当 ρ5Hを行な

うのが通例である。これらの合計を目的税の税

収 ρTHとすると，

(2) ρTH=t1C十九A+ρ5H

である。一般財源からの充当 ρ5Hの大きさは

一定値 ρ5uに予め決められているとすると，

ガソリン消費 C，自動車所有者数 A は個人所

得 ρYの関数と見なすことができるので，結

局，税収 ρTHは個人所得の関数となる。

ここで， 計画支出額 ρHG'Hを個人所得の関

数であると単純化すれば，税収 ρTuとρHG'H

の両者が所得の関数となる。両者を個人所得

ρYの増加関数として，例えば，図-3のよう

に示すことができる。所得九九において事前

の計画支出額をちょうど調達するように目的税

の税率等が調整されている。所得が tY，に増
加すると，仮定により，支出，税収共に増加す

る。ところが両者の所得弾力性が異なれば，変

化後の両者の値は等しくない。所得の増加によ

って事前の計画値ρHG7Tは点Bに増加するが，

図-3のように税収がより弾力的であれば，税

収は点 Zに増加し，ZBだけ税収が支出を上

回ってしまう。逆に，税収がより非弾力的であ

れば，所得が増加したとき，税収は支出をまか

ρHGH:ρTH 

PTH 

pYo ρyiρY  

図-3
(出所:文献(6 J. p. 258， Figure 2.) 

なうのに不足することになる。所得変化後も目

的税収が事前の支出計画値をちょうどまかなう

大きさであるためには，両関数がちょうど重な

り合うことが必要で、ある。

利益説による目的税の正当化の論拠は，国民

の需要に基づく支出計画値をちょうどまかなう

だけの税収を目的税が調達するところにある。

所得変化の前後において，そのような正当化が

あてはまるためには，上述のように両関数がち

ょうど重なり合うか，あるいは，税収を支出計

画値に一致させるために目的税の税率等の調整

が頻繁に行なわれねばならなL、。前者は可能性

がきわめて小さく，後者は目的税が本来持つ特

徴には合致しなし、。

従来の目的税分析においては，一般財源から

の充当 ρ5Hはほとんど無視されてきた。なぜ

ならば，財政上の諸決定を各小部分に区分けす

る装置として，あるいは多数派連合内部の協力

関係を強制する装置として目的税が運用される

ならば，一般財源からの充当は最小であるか，

あるいは予め決定されていなければならないか

らである。しかし現実には，一般財源からの補

足支出がゼロになることはほとんど無いであろ

う。公共サービスの中には，利益説に基いて受
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益者に対し直接課税することによってその供給

のための財源の全てを調達すると，所得分配に

対してきわめて逆進的な影響を持つものがたく

さんあることが，その重要な理由である。この

ことを言い換えると，一般財源からの充当の望

ましし、値 ρSII-i主ゼロではなく， その大きさは

一般財源の全体的な均衡の中で決定される。そ

れに対して，公正な分配に関する見方であると

か， 目的税に関係する小部分だけではなく社会

全体の厚生に配慮する考え方が影響を与えるで

あろう。

最後に目的税の動的な性質に注目する。望ま

しい支出計画値ρRG;rと目的税によって調達さ

れる税収 ρTHとの差額は，税率および一般財
源からの充当額の変更などによって調整される

が，時間の遅れを伴う。調整メカニズムがどの

ようなものであるかによって， この時間の遅れ

が事態を一層悪化させてしまうかもしれない。

また， 目的税が所得弾力的である場合には絶え

ず減税することが必要で，所得非弾力的な場合

には絶えず増税することが必要である。これは

租税構造を絶えずより逆進的にする効果を持

つ。それに対して，一般財源による予算形成で

は，租税構造は独立に決定できるから，望まし

い累進度を時間の経過の下で常に維持すること

は容易である。

以上の諸論点が示唆するところは，目的税が

最適でない解へ導くことである。

VI 結びにかえて

マグマホンとスプレンクルの分析に対して

は，エクルンド (PerEklund，文献 [7J)が

言うように，需要曲線について疑問が表明され

よう。マグマホ γとスプレングノレによれば，需

要曲線で示されるのは，市民の代理として行動

する政府が表明する集計需要である。それは，

公共財に対する市民の真の選好を政府が知って

いることを意味する。が，いかにして政府はそ

fれを主知り得たのであろうか。これは基本的な問

題であるから， どのように評価するかによって

彼らの分析の価値を左右する。しかし，論者の

中には，分析結果を左右するような仮定をおく

人もいる。ゲーツが例示する租税，公共支出の

評価はその例として挙げられよう。ブキャナン

の言う中位の選好を持つ個人の存在は，集団の

意志決定を個人の意志決定に置きかえる重要な

仮定であるが，はたしてどれほど現実的な仮定

であろうか。

筆者は彼らの不均衡誤差調整メカニズムに疑

問を持つ。それは，t期の公共支出について，

望ましい計画債 ρHGふと目的税によって調達

される実行値 ρlIGHt とが等しくないとき， そ

のギャップがどのように調整されるかを示すも

ので，8tーτ:不突合せのうち一期間で修正され

る部分の比率 r 時間の遅れ， として次のよ

うに彼らの(6)式で与えられる。

ρHGHt= 81-，[tHGIIt -tHGHt] 

彼らの表記法によれば r=l と単純化したと

き次のようになる。

ρHGllt=8[tUGH:-l-ρHGlltー1J

左辺は支出の絶対水準を表わすのに対し，右辺

は計画と実際の不突合せのうちどれだけが修正

されるかを示すもので， これらが等号で結ばれ

るのは不可解である。もし右辺に合わせるなら

ば，左辺は支出の増分でなければならなし、。

そのような疑問はマグマホンとスプレンクノレ

の分析の価値を左右するものではなL、。もっぱ

ら効率性の視点からのみ行なわれてきた目的税

の議論に，公平の視点を導入したことは重要な

貢献である。しかも， ともすれば肯定的な効率

性の視点からする分析とは異なる結論が得られ

たことは評価すべきであろう。さらに彼らの分

析から，時間を考慮に入れたとき， 目的税によ
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って財源を調達することが常に効率的な財はど

のようなものであるかがわかる。すなわち，そ

の財の便益を正確に決定でき， しかもその便益

をとらえる税が存在する場合である。したがっ

て，便益と費用負担とが正確に対応するような

財であるから，その性質は私的財にきわめて近

いことになる。そのような財を政府が供給する

ならば，政府活動は企業的色彩の濃い分野を含

むことになり， もはや国家は予算原則が前提と

する租税国家とは言い難いのである。
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